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研究成果の概要（和文）： 

紛争後の国・地域においては、国際社会の支援のもとに国造りが急速に開始される。その中

で最も重要な分野が教育開発である。学校施設・教員・教科書等が圧倒的に不足する中で、始

まる学校には多くの子どもが集まる。紛争後の国にとって教育は最重要分野であるが、同様に

家族にとっても最も重要な課題である。難民を経験した家族にとって、子どもへの教育投資の

重要性が高まるからである(内海はこれを難民化効果と名付けた)。それゆえに、教育や保健等

の基本インフラが整備されないと人々は村に戻ることができず、コミュニティの再建ができな

い。そのため、これまでの開発支援において主流であるコミュニティ参加による教育開発は紛

争後の状況では不適切であり、国際社会や政府による教育システムの再建が先行する必要があ

る。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 In the post-conflict countries, nation building starts with international support. 
During the post-conflict situation, the educational reconstruction is one of the most 
important issues. However educational reconstruction would be started with big shortage 
of school building teachers, textbooks and others, the huge number of the children came 
to the school (it is the refugee effect named by UTSUMI). The education reconstruction 
is the most impotent not only for the nation, but also for the families. As almost all 
families had been lived in the refugee situation, they understand the impotence of the 
education for the future of their children and family. They could not come back their 
original village and make the community without a school , a health-post and other basic 
infrastructure. Therefore, the community participation for the development is not 
appropriate the post-conflict situation. It is needed the development include education 
by the nation or international society.  
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１、研究開始当初の背景 

（１）21 世紀に入り世界各地では絶え間なく

地域紛争が生起し、また継続している。紛争

は直接の戦闘による被害の他に大量の難

民・国内避難民を発生させ、人々や子どもは

大きな困難に直面する。それゆえに紛争後の

国・地域には国際社会から多くの支援が素早

く適切に行われる必要がある。そのため、国

際緊急人道支援・復興支援の調査研究は、開

発支援同様に重要である。しかし、紛争後の

緊急支援・復興支援に関しては政策ペーパー

や実践報告は多いものの実証的な研究は緒

に就いたところである。それゆえ、紛争後の

国・地域の復興過程における支援の影響を探

り、教育と社会変容に関する現状と課題を地

域の人々や子どもの視線で検証することは

喫緊の課題であった。 

 

（２）研究代表者の内海は紛争後のアフガニ

スタンに教育大臣アドバイザーとして滞在

し、教育復興の状況を検証した。再開された

学校は青空教室やテントであったが、子ども

たちで溢れ、熱心に学習していた。これは都

市部に限らず農村部や山間部でも同様であ

り、また、紛争後の東ティモールやシエラレ

オネにおいても同様の現象を見ることがで

きる。こうした紛争後に多くの子どもが学校

に就学する現象を難民や国内避難民として

の経験そして社会の変容が教育の重要性を

人々に認識させ、教育熱が高まるのではない

かと想定し「難民化効果」と名付けた。現象

としての「難民化効果」は多くの国で見られ

るが、その要因に関する検討は十分に行われ

ていない。 

（３）紛争後の国・地域には海外からの支援

が集中し、政治形態や地域社会は激しく変化

する。教育熱の高まり、すなわち近代教育の

急速な受容もそうした変化の表れであり、そ

のメカニズムを研究することは地域研究の

みならす国際開発および教育開発研究にと

って重要な課題である。 

 
２．研究の目的 

本研究の目的はアフガニスタン、東ティモ

ール、ウガンダの 3つの国における紛争後の

緊急・復興過程において教育がどのように受

容され、社会がどの様に変化するのかを「難

民化効果」をキーコンセプトとして検討する

ことである。 

緊急・復興過程においては国際社会からの

支援さまざまなレベルに非常に大きな影響

を与える。すなわち、国および地方レベルで

の法整備、財政改革、組織改革、カリキュラ

ム改訂、教科書作成、教員養成システムの見

直し、等々である。コミュニティレベルでは

行政組織の変更、流通や生産過程の変化、住

民組織の変化、住居の新設、井戸の設置等々

であり、学校レベルでは施設の建設、教材の

配布、教員研修、教科書や教育方法の変化、

女性教員の採用、ナーサリークラスの新設、

分校の設置、などが行われている。家庭レベ

ルでは奨学金や給食、さまざまなアドボカシ

―等々が行われる。こうした外からの働きか

けあるいはイノベーションの導入に対して、

さまざまな形の受容や拒否あるいは従来の

知や価値観との融合が行われる。 

 

3、研究の方法 

このような緊急復興過程における国際社会

からの支援の影響を異なる国と地域で、それ

ぞれのレベルにおいて二つの学問領域、即ち

教育開発研究と地域研究からアプローチを

行う。 

（１）教育開発研究からのアプローチとして

は、①当該国への国際社会からの援助分析、

②新政権あるいは国連統治機構の政策分析、



③子どもの調査と進級構造分析である。こう

した調査により紛争国および地域の教育の

現状と変化をマクロ・ミクロに分析する。 

（２）地域研究からのアプローチとしては、

①対象村落の家族調査、②学校教育に対する

意識調査、③地域住民の目から見た緊急・復

興支援評価、の 3点である。 

 

４、研究成果 

（１）難民化効果の現状 

 今回はアフガニスタンでの現地調査は出

来なかったが、各種データまた東ティモール

とウガンダ(北部)での現地調査から、紛争後

の教育熱が非常に高いことが明らかになっ

た。これは難民化効果であるが、その原因と

して家族の難民としての経験による教育を

受けたことや紛争によって失われない子ど

もへの投資としての教育等の理由のほかに、

世界的な公教育の高まりがあると推測され

た。ＥＦＡによる国際的な支援や国の教育の

優先政策等の効果も大きいと思われる。すな

わちＥＦＡの理想は広く行き渡り、子どもの

教育の志向性は定着したと思われる。 

それゆえ、現在では学校のない地域、すな

わち教育の受けられないところへは人々が

定着しないという現象が見られる。 

（２）こうした現状は従来の開発理論におけ

る住民参加を基本とする開発がうまく機能

しないことを意味している。紛争後の状況の

中ではコミュニティを形成するためには、ま

ず、基本的インフラが整備されることが必要

である。また、教員養成や教科書作成に関し

ても国の主導で最低限の整備が行われる必

要がある。コミュニティの参加はその後に検

討する課題である。 

（３）また、学校の設置は子どもの保護や家

族の定着にとって喫緊の重要課題であり、国

際緊急人道支援において、他の分野同様に最

重要課題として取り組むべき課題であるこ

とが明らかになった。  
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